会津若松市行財政再建プログラム

～未来を拓く都市経営をめざして～

 進捗状況と今後の取組み 
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第１部  改革の進捗状況

  第１節  総括 ― これまでの取組みと今後の課題                          

１．平成１６年度まで

  本市は、平成１５年度に大幅な収支不足が見込まれ、危機的な財政状況に直面したことを踏まえ、自律的かつ持続可能な行財政基盤を確立すべく同年８月に行財政再建プログラムを策定し、平成１８年度までを再建期間と位置づけながら、人件費のカット、補助費等及び扶助費の見直し、手数料や使用料、国民健康保険税の適正化などの抜本的な改革に取り組んでいます。

しかし、改革に着手した矢先における平成１６年度の市税の落ち込みと、国の三位一体改革による地方交付税、臨時財政対策債の大幅削減は、厳しい財政運営にさらに大きな打撃となり、収支見通しの大幅な見直しを余儀なくされました。

  この事態を踏まえ、平成１６年度の行財政再建プログラムの見直しのなかで、平成１６年度は庁舎整備基金の繰替運用によって財源不足に対応し、次年度以降に向けては、一定期間での庁舎整備基金への繰戻しを確実におこないつつ、歳入に見合う歳出構造への転換を図るための新たな改革の柱として、各部局への総枠配分方式による予算編成の方針を打ち出し、平成１７年度当初予算編成にあたったところです。

２．平成１７年度当初予算の状況

このように平成１７年度当初予算は、総枠配分方式により年間総額予算主義に則って編成したところですが、その結果、一般会計の予算総額は約３６８億６千万円となり、前年度の旧北会津村の分を合算した最終予算と比較して約４７億４千万円の減額、減税補てん債の一括借換え分を除いて約２８億７千万円の減額となりました。

こうしたなかにおいても、新たな行政需要には的確に対応したところであり、総枠配分方式による予算編成システムは、限られた歳入のなかで、事務事業を所管する各部局自らが工夫を凝らしながら真に必要な事務事業を再構築するうえで有効であると考えられます。厳しい時代を乗り切り、持続可能な行財政運営を図るための予算編成手法として、今後もこのシステムの精度を高めていく考えです。

３．今後の課題

国と地方の財政構造改革の中心である三位一体改革は、その全体像にかかる昨年１１月の政府・与党合意によって一定の方向づけがなされたところですが、地方交付税の改革に関し、「地方団体の安定的な財政運営に必要な地方交付税、地方税などの一般財源の総額を確保」するのは「平成１７・１８年度」とされており、これより後の地方財源のさらなる縮減は必至の状況となっています。

また、国に依存する財源もさることながら、自主財源の中心である地方税に関しても、長期的、マクロ的に見れば、少子高齢化や人口減少の結果、納税義務者数の減少と地価の低迷が続き、税収の伸びを継続的に見込んでいくことは難しい状況にあります。

こうした厳しい状況を踏まえながら、後年度において生じるであろう単年度ごとの収支の凹凸に対し、大幅なサービス水準の引下げをおこなうことなく対処していくためには、これまでプログラムに掲げた改革を着実に実施して行財政基盤を確立していくことはもとより、財政調整基金の積み立てなどにより年度間における財源調整の機能を確保していくことが必要となっています。

  第２節  改革の実施状況                                               

平成１５年８月に策定した行財政再建プログラムは、具体的な改革項目に的をしぼり、平成１８年度までに収支均衡を達成するための取組みをおこなう行動計画として位置づけているところであり、これまで、４つの基本戦略のもとに１４項目の改革を進めています。

【４つの基本戦略と１４項目の改革】

１．徹底した内部管理経費の削減をおこないます

      → 人件費等の抑制

２．サービスとコストの最適化を目指します

      → 補助費等及び扶助費の見直し / 事務事業の重点配分 / 一部事務組合統廃合の働きかけ

         / 公共事業の見直し / 特別会計繰出金の抑制 / 市債残高の低減 / 入札制度の改正 /

         未利用財産の有効活用

３．公共サービス提供の枠組みを見直し、市民との協働のまちづくりを目指します

      → 外部委託の推進 / 外郭団体等に対する関与の見直し 

４．市民負担の公平を全うします

      → 手数料、使用料等の適正化 / 国民健康保険税の適正化 / 市税等の徴収率の向上

行財政再建プログラム策定後から現在までのそれぞれの改革の実施状況は、次のとおりです。

改革の実施状況

	改革項目
	15年度～
	16年度～
	17年度～

	第1節 人件費等の抑制
	
	
	

	
	① 特別職給料カット
	平成16年1月から平成19年3月までの間、以下の給料カットを実施

・市長  25％（うち13％は恒久的に引下げ）

・助役、収入役、教育長、水道事業管理者  17％（うち10％は恒久的に引下げ）

・常勤監査委員  12％（うち10％は恒久的に引下げ）
	→
	→

	
	② 一般職給料カット
	平成16年1月から平成19年3月までの間、以下の給料カットを基本に毎年度条例改正

・部長級  8％

・企画副参事級、課長級  7％

・一般職員  5％（ただし主事級のうち1、2級は2％、3級は3％）
	→
	→

	
	③ 管理職手当の引下げ
	平成16年1月から支給率を引下げ（職に応じ20％～13％を18％～11％に引下げ）
	→
	→

	
	④ 退職手当の引下げ
	・平成16年1月から特別職（三役）の手当支給率引下げ

・平成16年2月から一般職の手当調整率の国家公務員に準じた引下げ
	→
	→

	
	⑤ 職員の新規採用の一時停止
	平成15年度退職者45名に対し採用11名
	平成16年度退職者29名に対し採用なし
	採用なし（定年退職予定者13名）

	
	⑥ 臨時職員賃金の見直し
	賃金単価の引下げ、年齢による単価区分の廃止、資格免許による単価区分の新設等
	→
	→

	
	⑦ 選挙事務従事者手当の引下げ
	平成15年11月衆議院総選挙から引下げ
	→
	→

	
	⑧ 各種委員等報酬の見直し
	
	各行政委員会委員報酬15％～10％引下げ等
	老人福祉相談員報酬引下げ

	
	⑨ 議員報酬の見直し
	平成16年1月から議員報酬5％引下げ
	→
	政務調査費、費用弁償の引下げ

	
	⑩ 昇給制度の見直し
	
	退職時特別昇給制度の廃止
	55歳昇給停止制度の導入

	
	⑪ 職員手当の見直し
	
	寒冷地手当の引下げ
	特地勤務手当の廃止

	
	⑫ 附属機関の見直し
	
	補助金審議会の廃止
	

	
	⑬ 行政調査の見直し
	
	
	各行政委員会における行政調査の休止


	改革項目
	15年度～
	16年度～
	17年度～

	第2節 補助費等及び扶助費の見直し
	
	
	

	
	① 補助費等の見直し
	
	【補助率等の見直し】

・職員共助会交付金

・小中学校児童生徒各種大会出場補助金

【補助対象等の見直し】

・社会福祉協議会補助金

【廃止・終了】

・新入学児童市民交通災害共済加入負担金

・高齢者等住宅改造助成

・高齢者住宅改造利子補給
	【補助率等の見直し】

・職員共助会交付金

・集会所整備事業補助金

・防犯灯補助金

・資源物回収奨励金・特別奨励金

・単位老人クラブ活動費補助金

・訪問給食サービス事業費

・認可外保育施設保護者会補助金

・イベント事業補助金

・商店街施設維持管理事業補助金

・会津漆器利子補給金

・小中学校児童生徒各種大会出場補助金

【補助対象等の見直し】

・民間保育園運営補助金

・自立支援住宅改修助成

・社会福祉協議会補助金

【廃止・終了】

・掲示板設置事業補助金

・広場整備事業補助金

・旧軍人軍属恩給欠格者連盟運営補助金

・県企業誘致推進協議会負担金

・まちなか周遊バス運行事業実行委員会負担金

	
	② 扶助費の見直し
	
	【給付率等の見直し】

・ストマ用装具装着者助成

【支給対象等の見直し】

・就学遺児激励金

・高齢者はり・きゅう・マッサージ等サービス
【廃止・終了】

・災害見舞金

【その他】

・重度心身障害者医療費（所得制限導入）


	【給付率等の見直し】

・難病患者見舞金

・重度障害者タクシー運賃助成

・ストマ用装具装着者助成

・寝たきり高齢者等紙おむつ等給付

【支給対象等の見直し】

・在宅重度障害者対策

・高齢者はり・きゅう・マッサージ等サービス



	改革項目
	15年度～
	16年度～
	17年度～

	第3節 事務事業の重点配分
	
	
	

	
	① 行政評価による重点化
	継続事業175件のうち、継続82件、改善84件、休止3件、廃止5件、終了1件の評価
	継続事業234件のうち、継続153件、改善64件、休止7件、廃止6件、終了4件の評価
	（全施策、全事務事業の評価を実施中）

	
	② 将来の負担軽減につながる施策の推進
	
	
	・プラスチック製容器包装の分別収集（モデル地区）

・運動習慣普及特別事業

・生活保護における就労支援相談員の配置

	
	③ 市民所得の増加につながる施策の推進
	
	企業立地促進のための優遇措置拡充
	ＩＴ特許支援事業

	
	④ 予算編成システムの改革
	
	総枠配分方式による予算編成システム導入
	

	
	⑤ 外部評価システムの導入
	
	
	外部評価システムの導入

	第4節 外部委託の推進
	東山浄水場管理運転業務
	公金収納ＯＣＲ業務
	・コンピュータシステム管理運営業務

・永和地区学校給食センター業務

・荒舘小学校用務員業務

・公設地方卸売市場（執行体制見直しと管理業務の一部外部委託）

	第5節 外郭団体等に対する関与の見直し
	外郭団体等に対する行政関与の総点検、経営改善の要請
	・委託料、補助金等の削減

・中小企業勤労者福祉サービスセンター派遣

  職員の引揚げ
	・委託料、補助金等の削減

・観光公社派遣職員の引揚げ

・文化振興財団派遣職員の引揚げ

・会津リエゾンオフィス派遣職員の引揚げ

	第6節 一部事務組合統合の働きかけ
	会津若松地方広域市町村圏整備組合及び会津地区広域事業組合の統合を働きかけ
	→
	→

	第7節 公共事業の見直し
	【見直しの方針】

・（仮称）生涯学習総合センター→財政負担軽減の検討

・湊地区統合簡易水道→水質水量調査を踏まえて実施

・会津若松駅・中町線、新墓園→再建期間中は凍結し、合併後の枠組みで再検討

・新陸上競技場→事業認可期間延長を図りながら実施時期検討

・鶴城地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ→恒久施設として実施

・大塚山墓園納骨堂→合併後の旧町村や民間の墓地整備状況を踏まえて検討
	→
	→


	改革項目
	15年度～
	16年度～
	17年度～

	第8節 特別会計繰出金の抑制
	
	・国保税、下水道使用料見直しによる各特別会計繰出金の抑制

・扇町土地区画整理事業における新規市債発行額の抑制
	扇町土地区画整理事業における新規市債発行額の抑制

	第9節 市債残高の低減
	
	新規市債発行額を元金償還額以下に抑制（特別会計の一部を除く）
	→

	第10節 入札制度の改正
	・制限付一般競争入札の拡大（500万円以上）

・入札参加者数の拡大

・ランク付けの廃止   等
	・制限付一般競争入札の拡大（130万円超）

・粗雑工事時の指名停止期間拡大

・郵便入札の実施  等
	

	第11節 手数料、使用料等の適正化
	
	
	

	
	① 下水道使用料の見直し
	
	全国平均の資本費算入率を目途とした料金改定（平均改定率19％）
	

	
	② その他の手数料、使用料等の見直し
	
	・督促手数料

・犬猫死体処理手数料（収集手数料新設）

・し尿汲取り手数料

・一般廃棄物処理業許可手数料

・浄化槽清掃業許可手数料

・施設器材検査手数料

・都市計画図売払料

・鶴ケ城公園使用料、会津総合運動公園使用料（一部）

・市営住宅駐車場使用料

・河川流水占用料等
	

	
	③ 減免基準の見直し
	
	・公園使用料等の減免率見直し

・公民館利用登録団体の見直し  等
	

	
	④ 無料サービス等の見直し
	
	・こどもクラブ

・会津総合運動公園多目的広場・ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ場

・基本健康診査
	

	
	⑤ 国基準への適合（保育料）
	
	平均改定率1.3％
	

	第12節 国民健康保険税の適正化
	
	平成15年度の基準外繰出金の1/2解消を目途とした税率改定（平均改定率8.6％）
	

	第13節 市税等の徴収率の向上
	徴収率向上3ヶ年計画の策定、実施
	→
	→

	第14節 未利用財産の有効活用
	土地売却10箇所、計3,355㎡（うち土地開発公社分1個所1,838㎡）
	土地売却7箇所、計1,939㎡
	土地売却3箇所、計5,450㎡（うち土地開発公社1個所4,945㎡）


  第３節  収支改善の状況                                              

１．改革の効果

平成１５年度の時点で見込まれた平成１６年度以降の収支不足に対処するために、行財政再建プログラム（平成１５年８月）において掲げた収支改善目標額は、平成１６年度が１６億円、平成１７年度が２０億円、平成１８年度が２４億円でした。

しかし「進捗状況と今後の取組み２００４」においてお示ししたように、平成１６年度は、目標額を達成できる見通しとなったものの、市税の落ち込みや三位一体改革による臨時財政対策債の減額などにより、当初の見通しを大幅に超える財源不足が生じたため、約１３億３千万円の庁舎整備基金の繰替運用によって不足分に対処したところです。

この状況を踏まえ、これまでのプログラムの着実な推進に加え、総枠配分による予算編成システムを導入しつつ、さらなる収支改善に取り組んだ結果、平成１７年度は当初予算ベースで約２５億８千万円の効果を見込むことができ、これにより大幅な収支不均衡を生じることなく運営できる見通しとなりました。
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２．各種指標等の推移

以上のように、収支均衡という行財政再建プログラムの目標は、概ね達成されつつありますが、これによって財政状況が急激に好転しているわけではありません。

義務的経費は人件費が減少しているものの依然として高い割合を示しており、公債費比率や起債制限比率も危険水準にとどまっている状況です。

この傾向は今後もしばらくは継続するものと予想されることから、さらなる悪化を招かないよう、新規市債発行額の抑制などこれまでの取組みを継続していく必要があります。
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5,632

5,461

5,436

▲ 171

▲ 25�

4

市債残高

49,912

48,309

46,559

▲ 1,603

▲ 1,750

5

経常収支比率

85.5

86.5

−

1.0

−

  うち人件費

26.9

25.4

−

▲ 1.5

−

6

公債費比率

19.4

19.4

−

0.0

−

7

起債制限比率

14.0

14.3

−

0.3

−

※一般会計における数値（5〜7は普通会計）、旧北会津村との合算

※16年度の公債費は、減税補てん債一括借換え、NTT無利子貸付を除く。�

比較

主な指標等


【用語の説明】

○経常収支比率：経常的な経費に充当された一般財源の額が、市税や地方交付税などの経常的に収入される一般財源の総額に占める割合。財政構造の弾力性を判断するための指標。平成15年度の類似団体の平均は85.8％

○公債費比率：市債の元利償還金に充てられる一般財源の額の標準財政規模に占める割合。公債費の財政負担の度合いを判断するための指標。平成15年度の類似団体の平均は16.7％

○起債制限比率：公債費比率と同様、市債の元利償還金に充てられる一般財源の額の標準財政規模に占める割合で、3ヶ年の平均値が用いられる。地方債の発行を制限するための指標。平成15年度の類似団体の平均は10.7％



     第２部  今後の取組み

  第１節  各改革プログラムの今後の方針                                  

１．人件費等の抑制

給料カット、各種手当の引下げや廃止、職員の新規採用の停止などのこれまでの改革により人件費は大幅に削減しています。特に、平成１６年度における本市のラスパイレス指数（国の一般行政職の平均給与額を１００とした場合の当該自治体の一般行政職の平均給与額の水準を示す指数）は、９２．７となったところであり、全国の類似団体（４３団体）のなかで最も低い水準となっています。
今後さらなる人件費の抑制に向け、河東町との合併の後、新たな定員管理計画を平成   １７年度中に策定します。

なお、一般職の給与カットについて、本年度の人事院勧告は地方公務員の給与制度にも大幅な見直しを及ぼすものとなっており、これを踏まえながらプログラムの趣旨を全うできるよう調整します。
２．補助費等及び扶助費の見直し

（１） 行政の責任でおこなうべき施策を見極め、行財政再建プログラム（平成１５年８月）に掲げる見直し基準に照らしながら、市単独事業や上乗せ補助等を対象とした見直しを継続します。

（２）会津若松地方広域市町村圏整備組合消防事業負担金の見直しについては、市町村合併の動向を踏まえながら、平成１８年度の各市町村予算からの新たな負担割合の適用を目標として、調整を進めます。

（３）ごみ処理広域化推進計画にかかる費用負担については、市町村合併の動向を踏まえるとともに、事業内容を精査し、費用の縮減について検討、調整を進めます。

３．事務事業の重点配分

（1） 行政評価については、毎年度、全施策、全事務事業の評価を基本にシステムの充実をはかり、効果的な事業への重点化を進めるとともに、総枠配分方式による予算編成を今後も継続します。

（2） 今後も「進捗状況と今後の取組み２００４」に基づき、将来の負担軽減につながる施策や市民所得の増加につながる施策を重点的に推進していきます。

1 健康増進対策の充実強化については、運動習慣普及特別事業としてウォーキングの全市的な啓発やモデル事業に取り組みます。

2 生活保護受給者への就労支援の強化については、市独自に就労支援相談員を配置したところであり、国の「自立支援プログラム」を活用しながら活動を強化します。

3 ごみを減らす取組みについては、プラスチック容器包装分別収集を全地区において実施するとともに、ごみ収集全般にかかる経費面での効率性についてさらに検討します。

4 企業誘致の取組みの強化については、企業立地優遇措置の拡充を図ったところですが、今後、関係機関と協議しながら、地域資源を活用した事業展開を検討します。

5 雇用対策については、関係機関との一層の連携に努めるとともに、市内企業の経営体質強化に向けた取組みにより、雇用の確保と創出を図ります。

6 新規創業支援については、総合的な視点からその環境づくりに取り組みます。

４．外部委託の推進

平成１５年度以降、６種類の業務について外部委託をおこなったところであり、今後、学校用務員業務について平成１８年度からの外部委託の拡大に向けて調整を行うとともに、未実施の業務についても早期の外部委託に向け、検討、調整をおこないます。

５．外郭団体等に対する関与の見直し

平成１５年度の外郭団体等に対する行政関与の総点検結果を踏まえ、市の財政関与および人的関与の縮小を図り、本年をもって全ての外郭団体への派遣職員の引揚げを完了しました。

今後も行政関与の総点検結果に基づき、引き続き経営改善を要請していきます。また、公の施設の指定管理者の選定を進めるなかで、行政関与のあり方をさらに精査していきます。

６．一部事務組合統合の働きかけ

会津若松地方広域市町村圏整備組合と会津地区広域事業組合の統合については、管内の市町村合併の動向を踏まえたうえで平成１８年度上期の統合を目指すとのスケジュール変更がなされたところですが、引き続き早期の統合に向け働きかけを継続します。

７．公共事業の見直し

（１）継続を要する事業及び緊急を要する事業以外は休止、凍結を含め抑制することとした当初の方針を踏まえるとともに、継続事業における事業費のさらなる縮減に努めます。

（２）合併特例事業については、優先順位を精査しつつ、財政状況を十分に踏まえながら計画的に実施していきます。

８．特別会計繰出金の抑制

（１）特別会計における新規市債の発行については、今後も引き続き抑制していきます。

（２）扇町土地区画整理事業特別会計については、地方道路整備臨時交付金等の国庫補助事業終了後の事業のあり方について、多様な角度から検討をおこないます。

（3） 物流ネットワークシティ事業特別会計および介護サービス事業特別会計については、平成１８年度までの廃止を目標に調整します。

（4） 国民健康保険特別会計への基準外繰出金の解消を図るための措置を講じます。

９．市債残高の低減

公債費が本市の財政運営を圧迫している大きな要素であることを踏まえ、今後とも新規市債発行額を元金償還額以下に抑制することを基本とし、市債残高の低減を図ります。


[image: image3.wmf]【市債残高】

百万円

会計

15年度

16年度

17年度

16−15

17−16

一般会計

49,912

48,309

46,611

▲ 1,603

▲ 1,698

下水道事業特別会計

23,586

23,421

23,238

▲ 165

▲ 183

扇町土地区画整理事業特別会計

9,253

9,235

9,118

▲ 18�

▲ 117

※15〜16年度は決算額、17年度は決算見込額

※旧北会津村との合算額


１０．入札制度の改正

平成１６年度における予定価格１３０万円超の工事の平均落札率は、制度改正前の平成１４年度と比較して７．１ポイント低下しました。

将来の電子入札の導入を見据えながら現行制度を継続するとともに、引き続き入札の動向を注視し、競争性の確保に努めます。


[image: image4.wmf]【工事の平均落札率】
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※入札制度改正は平成15年11月から一部実施したため、平成14年度と比較している。
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１１．手数料、使用料等の適正化

（１）自主財源の確保に向け、受益者負担の原則のもと、常に社会情勢に照らしつつ原価計算や類似団体等の状況を踏まえながら、金額等の適正性、減免の対象や率の妥当性を点検していきます。

（２） 斎場使用料については、平成１８年度からの引上げに向けて見直しをおこないます。

（３）ふれあいセンターについては、入浴施設の廃止により経費節減を図ったことから、当面は無料施設として指定管理者制度に移行します。

（４）観光客専用駐車場（中央公民館脇）の有料化については、その土地利用のあり方も含めて総合的に検討します。

（5） 町方伝承館展示室の使用料徴収については、平成１８年度中からの実施に向けて作業を進めます。


（6） 保育料の見直しについては、平成１７年度は据置きとしたところですが、国の徴収基準との格差解消に向け、関係者の理解を得ながら見直しを進めます。

１２．国民健康保険税の適正化

当初（平成１５年８月時点）においては、平成１４年度決算見込みに基づき、平成     １５年度における一般会計からの基準外繰出金を約４億３千万円と見込み、その２分の１ずつを平成１６年度と平成１８年度の２段階で解消することを目標としていました。

しかし、医療費の増加や加入者の増加などにより、平成１８年度までに基準外繰出金見込額の全額を解消することは、事実上難しい状況になりつつあります。

したがって、平成１８年度に向けては、当初の予定どおり４億３千万円の２分の１程度の税率改定を検討するとともに、その後３年程度で段階的に基準外繰出金を解消するための国民健康保険事業健全化計画（仮称）を策定します。

また、税率の引上げを必要最小限度にとどめるため、国民健康保険税の徴収率のさらなる向上に努め、あわせて医療費の増大を抑制するため、重複受診の解消に向けた啓発活動やレセプト点検体制の強化を図ります。

１３．市税等の徴収率の向上

平成１５年度以降の取組みにより、市税と国民健康保険税の徴収率は着実に向上し、一定の成果をあげています。平成１７年度は「徴収率向上３ヶ年計画」の最終年度であり、早期納税の推進、滞納整理の強化などについてより戦略的に取り組み、計画に掲げる目標の達成につなげます。


[image: image5.wmf]【徴収率の推移】
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0.68
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97.8

滞納繰越分
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国保税
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68.97

0.33
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89.88
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0.75

0.75
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滞納繰越分
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0.77
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※17年度目標は「徴収率向上3ヶ年計画」における目標�
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平成１８年度税制改正において予定されている所得税から個人住民税への本格的な税源移譲は、これまで国庫補助負担金として半ば自動的に収入されてきた財源が、自治体の徴収努力によって確保されなければならないことを意味するものであり、徴収能力のさらなる向上が求められています。

こうした状況を踏まえ、平成１８年度以降のさらなる徴収率向上に向け、第二次「徴収率向上３ヶ年計画（平成１８～２０年度）」を策定します。


１４．未利用財産の有効活用

行財政再建プログラム策定以降、公募による一般競争入札や隣接地権者との交渉などにより、これまで土地開発公社所有分も含めて計２０箇所、１０，７４４平方メートルの土地の処分をおこなってきました。

今後も継続して土地の処分を進めていきます。

  第２節  年度間における財政調整機能の確保                             

平成１７年度当初予算ベースにおける本市の財政調整基金の残高は約５百万円です。
一般に、標準財政規模（本市は約２２３億円－平成１５年度決算）の１０％程度が適正と言われており、平成１５年度決算における類似団体の平均では、１団体あたり約１７億６千万円の財政調整基金残高となっています。
地方交付税制度における財源保障機能の見直しなど地方財源の縮小が進むなか、年度間における財政調整機能の確保は喫緊の課題となっており、今後の柔軟な行財政運営を確保するための措置として、財政調整基金の積立てが必要となっています。

こうしたなか、徴収率向上や効率的な予算執行などの昨年度における取組みの成果として、前年度繰越金が当初予算を上回るとともに特別会計繰出金の減額が可能となったこと、さらには普通交付税の額が見込を上回って確定したことなどにより、本年度において一定程度の財政調整基金を積み立てることができる見通しとなりました。
収支均衡はもとより、後年度における財源不足へのこうした対応が可能となったことは、なによりも行財政再建プログラムの取組みへの、市民の皆様のご理解とご協力があってのことです。
後年度において、可能な限り現在のサービス水準を維持しつつ市民の暮らしを守っていくために、平成１６年度の決算状況等を踏まえ、今年度、可能な金額を財政調整基金として積み立てるとともに、平成１８年度以降も、見通しを上回る収支が生じた場合は、財政調整基金の積立てをおこなうことを原則としていきます。

なお、昨年度までの庁舎整備基金活用分は、「進捗状況と今後の取組み２００４」に基づき１０年程度で確実に繰り戻していきます。

  第３節  市町村合併後の一体的な行財政運営の推進                       

市町村合併を、真に地方のための市町村合併にしていく必要があります。

それはとりもなおさず地方分権を推進する確固とした受け皿をつくることであり、自らの意思と力でまちづくりを進める行財政基盤を確立することにほかなりません。

本年１１月に予定される河東町との合併により、本市にかかわる当面の市町村合併は終了し、新市の枠組みのなかで一体性を確保するための取組みを本格的に進めることになります。

新市の一体性を確保するための必要な事業の実施に際しては、合併補助金や合併特例債を有効活用することにより財政負担の軽減を図る一方、「進捗状況と今後の取組み２００４」に基づき、市民負担とサービス水準の早期の統一に向けて個々の事務事業の見直しを進めていきます。

その際、新市全体としての適正なサービス水準を常に見極めつつ、市民が安心して日々の生活を送ることができることを最優先の政策目標としながら、財源の縮小にも柔軟に対応した事業の再編、再構築に取り組むとともに、市民、各種団体、事業者などとの公共サービス提供の役割分担を着実に進めていきます。
また、このような視点に立って、新市の市民、および職員の知恵と工夫を結集し、新たな長期総合計画の策定に取り組みます。



      第３部  収支見通し

  第１節  平成１７年度の収支見通し                                      

前年度繰越金、普通交付税の確定等を踏まえ、本年度の収支見通し（※）を精査します。

この際、第２部第２節の考え方を踏まえ、可能な限りの金額を財政調整基金に積み立てることを前提とします。

· 本年１１月の河東町との予算合算後の収支は、１０月末までの同町の予算執行状況によって変わるため、現時点では、同町の歳入・歳出が同じ規模で合算されるものと想定します。したがって、現会津若松市における収支見通しとします。


[image: image6.wmf]【平成１７年度収支見通しの精査】

百万円

予算現額

増減見込額

決算見込額

備考

1

市税

14,692

14,692

2

地方譲与税

1,005

1,005

3

地方消費税交付金

1,415

1,415

4

地方特例交付金

409

▲ 7

402

5

地方交付税

7,710

310

8,020

6

使用料及び手数料

791

791

7

国県支出金

5,775

153

5,928

8

財産収入

44

35

79

9

繰入金

205

▲ 29�

176

10

繰越金

440

571

1,011

11

諸収入

1,085

34

1,119

12

市債

2,412

88

2,500

13

その他

930

930

歳入合計
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歳出合計

36,913

1,155

38,068

※決算見込額は最終予算見込額



  第２節  中期財政見通しの時点修正                                      
平成１７年度の収支見通しを踏まえ、平成１９年度までの中期財政見通しについて、プログラムの修正をおこないます。

なお、総枠配分方式による予算編成システムの導入により、毎年度収支均衡が図られることとなることから、この見通しがこれまでのプログラムでいう収支目標となります。

また、この収支見通しは、現会津若松市としての見通しとします（※）。

· 本市と河東町との合併により、どの程度歳出が増加し、また、どの程度の行政効率化がはかれるか、現時点では具体的な推計が困難であるため、同町との合併にかかる要素については、今回の中期財政見通しからは除外することとします。


[image: image7.wmf]【中期財政見通し：平成17年度時点修正】

15年度

16年度

17年度

18年度

19年度

1

市税

15,128

14,795

14,692

14,896

15,193

2

地方譲与税

514

775

1,005

1,005

1,005

3

地方消費税交付金

1,296

1,431

1,415

1,443

1,481

4

地方特例交付金

432

402

402

402

402

5

地方交付税

7,824

7,887

8,020

7,915

7,766

6

使用料及び手数料

799

816

791

791

791

7

国県支出金

5,989

6,078

5,928

5,729

5,832

8

財産収入

320

136

79

79

79

9

繰入金

1,147

1,909

176

163

145

10

繰越金

484

222

1,011

400

254

11

諸収入

1,296

1,408

1,119

1,120

1,120

12

市債

4,335

4,800

2,500

2,830

2,788

13

その他

914

869

930

854

858

歳入合計

40,478

41,528

38,068

37,627

37,714

1

人件費

8,268

7,457

7,213

7,493

7,581

2

物件費

4,635

4,969

4,364

4,123

4,123

3

扶助費

6,108

6,506

6,778

6,895

7,033

4

補助費等

4,313

4,304

4,461

4,279

4,279

5

公債費

5,632

7,521

5,436

5,445

5,450

6

繰出金

5,257

5,344

4,852

4,949

5,020

7

積立金

417

92

1,023

3

3

8

投資的経費

4,005

2,668

2,427

2,785

2,785

9

その他

1,562

1,656

1,514

1,401

1,384

歳出合計

40,197

40,517

38,068

37,373

37,658

収支

281

1,011

0

254

56

※15〜16年度は決算額（旧北会津村との合算）、18〜19年度は決算見込額

※17年度の収支は、18年度における予算総枠配分の必要上最終予算額を用いるため０とするが、18年

  度の繰越金は、過去の決算状況を踏まえ4億円と見込む。�

※15年度の収支と16年度の繰越金との額の違いは、旧北会津村における地方自治法第233条の2ただし

  書に基づく基金への編入によるもの。

※16年度の歳入からは、旧北会津村決算に伴う実質収支、電算システム統合に伴う旧北会津村負担金

  を除き、16年度の歳出からは、電算システム統合に伴う旧北会津村負担金を除く。

単位：百万円


【平成18・19年度の推計方法】

○市税、地方消費税交付金は、平成17年1月に国が示した名目成長率によって推計しています。なお、市税については納税義務者数の減少も勘案して推計しています。

○地方交付税は、通常収支不足分に対する国一般会計の補てん措置が減少していくものと想定し、毎年度一定額ずつ減額になるものと見込んでいます。

○国庫支出金は、扶助費の増加分の1/2を加算し、県支出金は、同じように1/4を加算しています。なお扶助費の伸びは、これまで同様2％の伸びに抑制する目標で見込んでいます。

○市債のうち通常債は、平成17年度の見込みを基本に、富士通跡地取得にかかる増加等を勘案しています。

○臨時財政対策債は、普通交付税の減額に合わせて減少するものと見込んでいます。

○その他の歳入は、平成17年度決算見込み、又はこれまでの見込みと同様の考え方で見込んでいます。

○歳出は、平成17年度決算見込みをベースに、プログラムによる取組み効果と各年度の増減要素を勘案して推計していますが、総枠配分による予算編成システムの導入により、各経費の内訳については変動があることを前提としています。



おわりに

三位一体改革における国庫補助負担金の廃止・縮減と税源移譲は、国の地方への関与のあり方を見直すことによって地方の主体的な行財政運営の推進を目指すものであり、真の地方分権型社会の実現に向けた第一歩となるものです。

こうした改革の流れのなかで、「自らの個性を発揮しながら、創意と工夫にあふれたサービスを提供しつつ、住民の負担に見合った効率的、効果的な行財政運営をおこなう」という地方分権の理念を、本市の未来にしっかりと根づかせていくためには、現在の行政システムと財政構造のあり方を細部にわたって検証し、見直すべきところは大胆に見直しながら、新たに対処すべき課題には果敢に取り組んでいく必要があります。
平成１８年度までを再建期間として位置づけた行財政再建プログラムによる取組みは、今、折り返し地点にあります。

プログラムの最終年度に向けた総仕上げの取組みとして、未達成の改革はもとより、これまでにおこなってきた改革についてもさらに改善の取組みを進め、今後生じていく新たな地域の課題に、柔軟かつ適切に対応できる強固な行財政基盤を確立してまいります。







　  


平成17年8月発行





会津若松市　企画政策部　企画調整課


　　　　　　　　　　　　　　財　政　課


　　　　　　　　総　務　部　人　事　課


〒965-8601　会津若松市東栄町3－46


　　　℡0242-39-1203（財政課）


　　　Ｅ-mail　zaisei＠tw.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp





  この「進捗状況と今後の取組み２００５」は、平成１５年８月に策定、公表した「会津若松市行財政再建プログラム～未来を拓く都市経営をめざして～」のなかで、毎年度、収支見通しの時点修正をおこない、これに対応しつつ所要の調整をおこないながらプログラムを推進していくとした「第６章  プログラムの進行管理」に基づき、とりまとめたものです。
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_1185031516.xls
Sheet1

		【市債残高】 シサイザンダカ										百万円 ヒャクマンエン

		会計 カイケイ		15年度 ネンド		16年度 ネンド		17年度 ネンド		16－15		17－16

		一般会計 イッパンカイケイ		49,912		48,309		46,611		▲ 1,603		▲ 1,698

		下水道事業特別会計 ゲスイドウジギョウトッカイ		23,586		23,421		23,238		▲ 165		▲ 183

		扇町土地区画整理事業特別会計 オウギマチトチクカクセイリジギョウトッカイ		9,253		9,235		9,118		▲ 18		▲ 117

		※15～16年度は決算額、17年度は決算見込額 ネンドケッサンガクネンドケッサンミコミガク

		※旧北会津村との合算額 キュウキタアイヅムラガッサンガク
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		【中期財政見通し：平成17年度時点修正】 チュウキザイセイミトオヘイセイネンドジテンシュウセイ										単位：百万円 タンイヒャクマンエン

						15年度 １５ネンド		16年度		17年度		18年度		19年度

		1		市税 シゼイ		15,128		14,795		14,692		14,896		15,193

		2		地方譲与税 チホウジョウヨゼイ		514		775		1,005		1,005		1,005

		3		地方消費税交付金 チホウショウヒゼイコウフキン		1,296		1,431		1,415		1,443		1,481

		4		地方特例交付金 チホウトクレイコウフキン		432		402		402		402		402

		5		地方交付税 チホウコウフゼイ		7,824		7,887		8,020		7,915		7,766

		6		使用料及び手数料 シヨウリョウオヨテスウリョウ		799		816		791		791		791

		7		国県支出金 コッコシシュツキン		5,989		6,078		5,928		5,729		5,832

		8		財産収入 ザイサンシュウニュウ		320		136		79		79		79

		9		繰入金 クリイレキン		1,147		1,909		176		163		145

		10		繰越金 クリコシキン		484		222		1,011		400		254

		11		諸収入 ショシュウニュウ		1,296		1,408		1,119		1,120		1,120

		12		市債 シサイ		4,335		4,800		2,500		2,830		2,788

		13		その他 ソノタ		914		869		930		854		858

		歳入合計 サイニュウゴウケイ				40,478		41,528		38,068		37,627		37,714

		1		人件費 ジンケンヒ		8,268		7,457		7,213		7,493		7,581

		2		物件費 ブッケンヒ		4,635		4,969		4,364		4,123		4,123

		3		扶助費 フジョヒ		6,108		6,506		6,778		6,895		7,033

		4		補助費等 ホジョヒトウ		4,313		4,304		4,461		4,279		4,279

		5		公債費 コウサイヒ		5,632		7,521		5,436		5,445		5,450

		6		繰出金 クリダシキン		5,257		5,344		4,852		4,949		5,020

		7		積立金 ツミタテキン		417		92		1,023		3		3

		8		投資的経費 トウシテキケイヒ		4,005		2,668		2,427		2,785		2,785

		9		その他 ソノタ		1,562		1,656		1,514		1,401		1,384

		歳出合計 サイシュツゴウケイ				40,197		40,517		38,068		37,373		37,658

		収支 シュウシ				281		1,011		0		254		56

		※15～16年度は決算額（旧北会津村との合算）、18～19年度は決算見込額 ネンドケッサンガクキュウキタアイヅムラガッサンネンドケッサンミコミガク

		※17年度の収支は、18年度における予算総枠配分の必要上最終予算額を用いるため０とするが、18年 ネンドシュウシネンドヨサンソウワクヒツヨウジョウサイシュウヨサンガクモチネン

		度の繰越金は、過去の決算状況を踏まえ4億円と見込む。 カコケッサンジョウキョウフオクエンミコ

		※15年度の収支と16年度の繰越金との額の違いは、旧北会津村における地方自治法第233条の2ただし ネンドシュウシネンドクリコシキンガクチガキュウキタアイヅムラチホウジチホウダイジョウ

		書に基づく基金への編入によるもの。 カモトキキンヘンニュウ

		※16年度の歳入からは、旧北会津村決算に伴う実質収支、電算システム統合に伴う旧北会津村負担金 ネンドサイニュウキュウキタアイヅムラケッサントモナジッシツシュウシデンサントウゴウトモナキュウキタアイヅムラフタンキン

		を除き、16年度の歳出からは、電算システム統合に伴う旧北会津村負担金を除く。 ノゾネンドサイシュツデンサントウゴウトモナキュウキタアイヅムラフタンキンノゾ
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								百万円 ヒャクマンエン

				15年度 ネンド		16年度 ネンド		17年度 ネンド

		プログラムに基づく改革による効果額 モトカイカクコウカガク		161		1,649		2,584

		基金による財源調整額 キキンザイゲンチョウセイガク		697		1,334		60

		計（収支不足に対して対策を講じた額） ケイシュウシフソクタイタイサクコウガク		858		2,983		2,644

		※17年度は当初予算における見込額、基金による財源調整額60百万円は減額補正の予定 ネンドトウショヨサンミコミガクキキンザイゲンチョウセイガクヒャクマンエンゲンガクホセイヨテイ
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		【平成１７年度収支見通しの精査】 ヘイセイネンドシュウシミトオセイサ										百万円 ヒャクマンエン

						予算現額 ヨサンゲンガク		増減見込額 ゾウゲンミコガク		決算見込額 ケッサンミコミガク		備考 ビコウ

		1		市税 シゼイ		14,692				14,692

		2		地方譲与税 チホウジョウヨゼイ		1,005				1,005

		3		地方消費税交付金 チホウショウヒゼイコウフキン		1,415				1,415

		4		地方特例交付金 チホウトクレイコウフキン		409		▲ 7		402

		5		地方交付税 チホウコウフゼイ		7,710		310		8,020

		6		使用料及び手数料 シヨウリョウオヨテスウリョウ		791				791

		7		国県支出金 コッコシシュツキン		5,775		153		5,928

		8		財産収入 ザイサンシュウニュウ		44		35		79

		9		繰入金 クリイレキン		205		▲ 29		176

		10		繰越金 クリコシキン		440		571		1,011

		11		諸収入 ショシュウニュウ		1,085		34		1,119

		12		市債 シサイ		2,412		88		2,500

		13		その他 ソノタ		930				930

		歳入合計 サイニュウゴウケイ				36,913		1,155		38,068

		1		人件費 ジンケンヒ		7,046		167		7,213

		2		物件費 ブッケンヒ		4,296		68		4,364

		3		扶助費 フジョヒ		6,741		37		6,778

		4		補助費等 ホジョヒトウ		4,445		16		4,461

		5		公債費 コウサイヒ		5,436				5,436

		6		繰出金 クリダシキン		5,185		▲ 333		4,852

		7		積立金 ツミタテキン		3		1,020		1,023		財政調整基金積立金等 ザイセイチョウセイキキンツミタキントウ

		8		投資的経費 トウシテキケイヒ		2,247		180		2,427

		9		その他 ソノタ		1,514				1,514

		歳出合計 サイシュツゴウケイ				36,913		1,155		38,068

		※決算見込額は最終予算見込額 ケッサンミコミガクサイシュウヨサンミコミガク
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		【工事の平均落札率】 コウジヘイキンラクサツリツ

		平均落札率（％） ヘイキンラクサツリツ				16－14

		14年度 ネンド		16年度 ネンド

		97.1		90.0		▲7.1

		※入札制度改正は平成15年11月から一部実施したため、平成14年度と比較している。 ニュウサツセイドカイセイヘイセイネンガツイチブジッシヘイセイネンドヒカク
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														百万円、％ ヒャクマンエン

		主な指標等 オモシヒョウトウ				15年度 ネンド		16年度 ネンド		17年度 ネンド		比較 ヒカク

						決  算 ケツサン		決  算 ケツサン		当初予算 トウショヨサン		16－15		17－16

		1		人件費 ジンケンヒ		8,268		7,457		7,040		▲ 811		▲ 417

				うち職員給 ショクインキュウ		5,454		5,313		5,272		▲ 141		▲ 41

		2		扶助費 フジョヒ		6,108		6,506		6,741		398		235

		3		公債費 コウサイヒ		5,632		5,461		5,436		▲ 171		▲ 25

		4		市債残高 シサイザンダカ		49,912		48,309		46,559		▲ 1,603		▲ 1,750

		5		経常収支比率 ケイジョウシュウシヒリツ		85.5		86.5		－		1.0		－

				うち人件費 ジンケンヒ		26.9		25.4		－		▲ 1.5		－

		6		公債費比率 コウサイヒヒリツ		19.4		19.4		－		0.0		－

		7		起債制限比率 キサイセイゲンヒリツ		14.0		14.3		－		0.3		－

		※一般会計における数値（5～7は普通会計）、旧北会津村との合算 イッパンカイケイスウチフツウカイケイキュウキタアイヅムラガッサン

		※16年度の公債費は、減税補てん債一括借換え、NTT無利子貸付を除く。 ネンドコウサイヒゲンゼイホサイイッカツカリカムリシカシツケノゾ
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		【徴収率の推移】 チョウシュウリツスイイ

						14年度 ネンド		15年度 ネンド		16年度 ネンド		15－14		16－14				17年度目標 ネンドモクヒョウ

						％		％		％								％

		市税 シゼイ				88.37		88.08		89.05		▲ 0.29		0.68

				現年度分 ゲンネンドブン		96.45		96.51		97.02		0.06		0.57				97.8

				滞納繰越分 タイノウクリコシブン		17.37		19.26		24.43		1.89		7.06				30.0

		国保税 コクホゼイ				66.54		66.87		68.97		0.33		2.43

				現年度分 ゲンネンドブン		89.88		90.63		90.63		0.75		0.75				92.0

				滞納繰越分 タイノウクリコシブン		9.71		10.48		12.19		0.77		2.48				11.4

		※17年度目標は「徴収率向上3ヶ年計画」における目標 ネンドモクヒョウチョウシュウリツコウジョウネンケイカクモクヒョウ






